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１．はじめに 

 

2005年度に日本から排出された温室効果ガス排出量は，

速報値で13億6400万トンとなっており，基準年である19

90年の排出量12億6100万トンと比較して，約8.1％増加

している．すなわち，京都議定書で義務付けられた基準

年比6％削減という目標の達成は極めて困難な状況とな

っている．さらに，基準年の排出量の約3.9％分の削減

を森林吸収でまかなう計画であり，森林の適切なマネジ

メントが求められている．昭和40年代以降急速に増加し

た木質構造物の解体・更新時期が迫っている中，森林が

生み出す木材を，構造物として都市空間で長期間にわた

って利用してCO₂ を貯蔵することが重要である． 

従って，木質構造物のライフサイクル評価を行う上で

は，その炭素固定効果や炭素吸収効果を考慮することが

求められるが，その取り扱い方については，明確な合意

がなされていないのが現状である1）．そこで本研究では，

評価対象や評価における時間的なバウンダリの設定など

の評価方法の違いが，木質構造物のライフサイクル評価

の結果に与える影響について分析する． 

 

２．木材資源の炭素フローの把握 

 
木材を対象とした資源の流れを把握する試みとして，

橋本ら（2004）2）は，伐採された木材を対象としたマ

テリアルフローを分析し，木材の約半数が紙製品，残り

の半数が木製品として利用されていることを明らかにし

た．さらに中村ら（2004）3）は，木製品の蓄積量の内

訳について分析を行い，その約半数を木質構造物が占め

ていると推計している．すなわち，木質構造物として大

量に蓄積されている木材の解体・再資源化を適切にマネ 
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ジメントすることが求められている．天野ら（2004）
4）は，日本の建築分野における木材フローに基づいて，

建築木材に関わる総括的な炭素収支を評価している．建

築木材として建築物に蓄積される炭素蓄積量，未利用間

伐材等の廃棄木材による炭素放出量，建築木材の生産お

よび輸送で消費される化石燃料由来の炭素放出量，伐採

後の植林による炭素吸収量を推計している． 
筆者ら（2005）5）は，埼玉県の木質構造物を対象と

して，建設ストックの代謝過程における植林，木材輸送，

建築物への蓄積，焼却処分についてライフサイクルステ

ージでの環境負荷を推計し，それらの炭素バランスの評

価を行った．平成14年における埼玉県の建設系木材由

来の炭素フローを図－1に示す．全体で190kt-Cの炭素

が投入され，解体に伴い発生した廃木材に含まれる炭素

量98kt-Cのうち半分の48kt-Cが焼却処分によって放出

され，残り半分の50kt-Cは固定炭素として焼却後の木

炭中に留まり，最終的に39.7kt-Cの炭素が放出された結

果となった．炭素放出量の値は，解体廃木材発生量の増

加によって平成4年と比較して5.4倍となった．今後，解

体される廃木材の発生量がさらに増加することが予想さ

れる．従って，木材の炭素固定機能を有効に活用して，

持続可能な炭素循環を実現するために，その循環利用技

術の開発や各技術を普及させるシステムを構築すること

が求められている． 
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図－1 埼玉県に投入される建設系木材由来の炭素フロ

ー（平成14年） 

 
 



３．木材の成長に伴うCO2吸収量 

 
（１）樹木の成長に必要な期間 

太い製材を切り出すためには，少なくとも製材の厚

さの√2倍の直径の丸太が必要となる6）．すなわち，12
0mmの厚さの製材を切り出すためには直径約170mmの

丸太が必要となる．  
樹木の成長に，どの程度の期間が必要になるかを算

出するため，（独）森林総合研究所による杉を対象とし

て宮崎県飫肥で行った実験結果7）を引用する．実験では，

数千本の樹木の成長を，胸高の直径，樹高などについて

20年余りにわたって観測している．図－2は，実験結果

を基に筆者らが加工したものである．土壌，地形，樹木

の密度などによって結果にばらつきはあるが，それらの

平均値を図にプロットした結果，実験結果が公表されて

いる25年経過時点までは，ほぼ直線的に直径が太くな

っていること分かった．これらの結果から，成長年数と

直径との間の回帰直線を求め，一定水準の太さにまで成

長するまでの年数を算出した．その結果，杉の直径が1
70mmになるまでには約21年必要であると推計できた．

ただし，実際には，乾燥や内部応力によって狂いが生じ

るため，最終寸法よりも5mm程度大きく製材すること

が必要であるため，成長に必要な期間は長くなる． 
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図－2 杉の成長速度 

 

（２）樹木の成長に伴うCO2吸収量 

杉の人工林における1haあたりの樹木成長量の実測値

8）によると，杉の成長に伴うCO2吸収量は，樹齢20年頃

から増加し始め樹齢40年前後でピークを迎え，樹齢80
年ごろまで徐々に吸収能力が減少する．日本の人工林の

樹齢別面積分布9）を図－3に示す．日本の人工林の約9
8％を杉やひのき，からまつなどの針葉樹が占め，杉が

全体の約44％となっている．樹齢別の分布の傾向は，

樹種ごとに特に大きな違いは見られず，その多くが樹齢

40年に近づいており，CO2吸収効率の観点から見ると， 
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図－3 日本における人工林の樹齢別面積（平成14年） 

 
木材を伐採して利用し，再び植林するサイクルさせるシ

ステムを構築することが急務である． 
 

４．木質構造物のライフサイクルCO2の評価 

 

（１）木質構造物に投入される木材量 

（財）日本住宅・木材技術センターが調査した全国

の75の物件の平均値10）から，木造住宅に投入される部

位別の木材投入量を引用した．延床面積1m2あたり投入

される木材は0.185m3であった．さらに，部材ごとに使

用される木材の太さについて，建築事務所にヒアリング

を行った結果を表－1に示す． 

構造材の中でも，住宅の構造強度を保つ最も重要な 

 

表－1 木質構造物への木材投入量 

太 中 細

(m3/m2) （％） 120～ 60～90 ～45

通し柱 0.0033 1.8 ○

管柱 0.0298 16.1 ○

土台 0.0099 5.4 ○

大引き 0.0044 2.4 ○

梁・胴差 0.0336 18.2 ○

小屋梁 0.0189 10.2 ○

母屋 0.0064 3.5 ○

その他 0.0023 1.2 ○

根太 0.0138 7.5 ○

間柱 0.0126 6.8 ○

貫 0.0012 0.6 ○

筋違い 0.0053 2.9 ○

たる木 0.0091 4.9 ○

その他 0.0034 1.8 ○

0.0162 8.8 ○

0.0048 2.6 ○

0.0100 5.4 ○

0.1850 100.0

部材の太さ（mm）部材別
使用量

割合

造作材（鴨居等）

合計

下地材（野地等）

仕上材（壁板等）

構
造
材

準
構
造
材

 



部材である通し柱，土台，梁などには太い部材が使用

される．一方で，強度を補強する意味合いの強い部材

である根太，間柱，構造強度には基本的に無関係であ

る下地材，仕上材，造作材などには細い部材が使用さ

れる6）．従って，120mm以上の太い木材が0.102（m3/m2），

60～90mmの中程度の木材が0.013（m3/m2），45mm以下の

細い部材が0.070（m3/m2）使用される結果となった． 

 

（２）木質構造物に投入される木材のライフサイク

ルCO2の評価 

 a）木材のライフサイクルCO2の評価対象 

木質構造物に投入される木材のライフサイクルCO2を

評価する上では，炭素固定効果，炭素吸収効果の取り扱

いや，算定期間の設定等が大きく影響すると考えられる．

本研究では，それらを操作的に取り扱うことによって，

評価結果に及ぼす影響を把握する． 

木材のライフサイクルCO2の評価イメージを図－4に示

す． 建材として利用できるまで樹木が成長した後，伐

採されて建材となり炭素が固定される．同時に，新たな

植林を行うことによって，再び炭素吸収が始まる．建材

として固定された炭素は，構造物の運用期間中は固定さ

れるが，解体された後の焼却処理によって放出される． 

なお，建材加工，建材輸送，施工，解体，焼却処理

に伴うCO2排出量は，樹木の成長期間や固定期間によっ

て変化しないとの仮定に基づき，評価の対象外とした． 
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図－4 木材のライフサイクルCO2の評価対象 

 

 b）CO2吸収量の評価 

延床面積100m2の木造住宅に投入される木材量を対象

として，吸収期間別の平均炭素吸収量を図－5に示す．

植林面積あたりの木材量を378m3/ha11）として，植林が必

要な面積を算出した．その結果，1年あたりの平均炭素

吸収量は50年前後でピークを迎えることが分かった．3

章（1）における検討結果より，植林後30年で太い部材

としても利用可能な丸太を伐採することが可能となるが，

植林後50年前後，CO2を継続して吸収させることが，CO2
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図－5 吸収期間別の平均炭素吸収量 

 
吸収の面で効率が良いことが明らかとなった．なお，60

年間継続してCO2を吸収させた場合と，30年間ずつ2回吸

収させた場合を比較すると，継続した方が60年間トータ

ルで約7t-CO2多く吸収する結果となった． 

 

 c）CO2固定効果・代替効果含めた評価 

次に，木質構造物の運用期間を，30年間と60年間に

変化させた場合の，ライフサイクルCO2を評価する．部

材ごとの植林に必要な期間を考慮して，CO2吸収期間を

表－2のように設定した．運用期間よりも吸収期間が短

い場合には，吸収期間が終了すると伐採し燃料代替とし

て利用し，再度植林を行うとした．燃料代替効果として，

木材チップとして燃焼利用することによる重油代替効果

を算出する．その際，重油ボイラと木材チップボイラの

熱効率は同じと仮定した． 

延床面積100m2の木造住宅に投入される木材量を対象

として，60年間の炭素固定量，炭素吸収量，代替効果を 

 

表－2 ライフサイクルCO2評価におけるケース設定 

太 中 細

ケース1 30年 30年 30年 30年

ケース2 30年 30年 30年 10年

ケース3 60年 60年 60年 60年

ケース4 60年 30年 20年 10年

木質構造物の
運用期間

部材別のCO2吸収期間

 
 

表－3 ケース別のライフサイクルCO2評価 

（60年間，t-CO2） 

炭素固定量 炭素吸収量 代替効果

ケース1 13.6 23.3 14.6

ケース2 13.6 15.9 25.6

ケース3 13.6 30.5 7.3

ケース4 13.6 15.0 26.1  
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